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－ニア・イズ・ベターのさらなる徹底－（区政編） 

【改革の柱１】地域社会における住民自治の拡充 

 

柱 1-Ⅰ-ア 人と人とのつながりづくり 

 

30 年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 30 年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 30 年度実績 30 年度目標 
の評価 元年度目標 

身近な地域でのつながりに関して
肯定的に感じている区民の割合 

29 年度 30％ 

30 年度  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
元年度 

 

24 区中３区で目標値を上回った。 
 

上段：目標、下段：実績 

未達成 
達成：３区 
港区、大正区、
浪速区 

変更なし 
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取組の実施状況 

元年度の取組内容 
元年８月末までの 
主な取組実績 課題 

元年９月以降の 
取組内容 

①人と人とのつながりづ
くりのための取組への
支援 

・全区において、人のつな
がりの大切さについて
の啓発や、地域活動の
周知等の情報発信を行
う。また、若い世代やマ
ンション住民、これま
で地域活動への関わり
が薄かった人たちなど
にも情報が届くよう強
化する。（通年） 

・全区において、ホーム
ページ や Facebook、
Twitter、Instagram、
LINE などのＳＮＳや
広報紙・掲示板等の多
様な媒体を活用して、
人のつながりの大切さ
についての啓発、地域
活動の周知や、地域活
動への参加、自治会等
への加入の呼びかけ等
に関する情報発信を実
施あるいは強化する。
（通年） 

・マンション住民を対象
に、防災や子育て支援
などの身近な課題を通
じて、地域活動への参
加やコミュニティづく
りなど地域とのつなが
りの促進に向けてさら
に支援する。（通年） 

・特に若い世代や転入者
に地域活動への参加や
自治会・町内会の情報
が届き、加入が促進さ
れる取組をさらに強化
する。（通年） 

 

・人のつながりの大切さについ
ての啓発や、地域活動の周知
等の情報発信を行った。また、
若い世代をはじめ多くの人に
つながりづくりの大切さを感
じ、興味を持ってもらえるよ
う、広報紙やＳＮＳ等におい
て事例の共有や取組の情報発
信を行った。 

・ホームページや Facebook、
Twitter、Instagram、LINE 
などのＳＮＳ や広報紙・掲示
板等の多様な媒体を活用し
て、人のつながりの大切さに
ついての啓発、地域活動の周
知や、地域活動への参加、自治
会等への加入の呼びかけ等に
関する情報発信を行った。 

・マンション管理業協会やマン
ション管理組合と連携を図
り、行政やイベント、子育て支
援の情報を提供したり、地域
での取組を紹介したりするな
ど、地域活動への参加参画や
住民のつながりづくりのきっ
かけとなるよう支援した。 

・特に若い世代や転入者に地域
活動への参加や自治会・町内
会の情報が届き、加入が促進
される取組をさらに強化し
た。 

・一部の区では、住民情報窓口に
おいて、地域活動協議会の趣
旨や目的、町会への加入を促
進する案内パンフレットを転
入者全員に交付し、地縁によ
る団体やグループへの加入促
進につなげた。また、住民情報
待合フロアに地域活動協議会
コーナーを設置し、待合呼び
出しモニターにて地域活動協
議会加入や町会加入を促進す
る広告映像を放映するなど、
加入促進の取組を強化した。 

・一部の区では、高齢者見守り等
の福祉活動をテーマにしたチ
ラシの作成に着手したが、９
月末までの作成が困難となっ
た。 

 
（実施状況：△） 

・さまざまな広
報媒体と多様
な手法でより
広く情報発信
していく必要
がある。 

・マンション居
住者と地域と
のつながりが
希薄である。 

・これまで地域
活動への関わ
りが薄かった
人たちをはじ
め、あらゆる世
代を対象に地
域活動等への
参加を促す（担
い手の確保を
含む）ような取
組が必要であ
る。 

・引き続き、人のつなが
りの大切さについて
の啓発や、地域活動
の周知等の情報発信
を行う。また、若い世
代やマンション住
民、これまで地域活
動への関わりが薄
かった人たちなどに
も情報が届くよう強
化する。 

・引き続き、ホームペー
ジ や Facebook 、
Twitter、Instagram、
LINE などのＳＮＳ
や広報紙・掲示板等
の多様な媒体を活用
して、人のつながり
の大切さについての
啓発、地域活動の周
知や、地域活動への
参加、自治会等への
加入の呼びかけ等に
関する情報発信を実
施あるいは強化す
る。 

・引き続き、マンション
住民を対象に、防災
や子育て支援などの
身近な課題を通じ
て、地域活動への参
加やコミュニティづ
くりなど地域とのつ
ながりの促進に向け
てさらに支援する。 

・引き続き、特に若い世
代や転入者に地域活
動への参加や自治
会・町内会の情報が
届き、加入が促進さ
れる取組をさらに強
化する。 

・一部の区では、チラシ
を作成し、ホーム
ページ公表だけでな
く、区広報板への掲
示・各地域の活動の
場での配付・施設へ
の配架も行い電子媒
体以外での広報周知
も実施する。 

 

  

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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柱1-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

 

30 年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 30 年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 30 年度実績 30 年度目標
の評価 元年度目標 

①自治会、町内会単位（第
一層）の活動への支援 

自治会・町内会単位の活動
に参加している区民のう
ち、自治会・町内会単位の
活動に対する市からの支
援が役に立っていると感
じている区民の割合 

29 年度 
自治会・町内会単位の活動
への支援策の策定、着手可
能なものから実施 

30 年度 
 

24 区中 23 区で目標値を上回っ
た。 
 

上段：目標、下段：実績 

未達成 
未達成：１区 
西成区 
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目標 30 年度実績 30 年度目標の 
評価 元年度目標 

②地縁型団体が行う活動に
参加している区民の割合 

29 年度 15％ 

30 年度  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
元年度 
 

24 区中８区で目標値以上となった。 
 

上段：目標、下段：実績 

未達成 
達成：８区 
此花区、西区、東成
区、生野区、旭区、
鶴見区、平野区、西
成区 

変更なし 
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目標 30 年度実績 30 年度目標 
の評価 元年度目標 

③各団体により地域の特
性や課題に応じた活動
が進められていると感
じている区民の割合 

29 年度 40％ 
30 年度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

24 区中 14 区で目標値を上回っ
た。 
 

上段：目標、下段:実績 

 
 

未達成 
未達成：10 区 
北区、福島
区、天王寺
区、浪速区、
淀川区、東淀
川区、鶴見
区、阿倍野
区、住之江
区、西成区 
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取組の実施状況 

元年度の取組内容 
元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の取組内容 

①自治会、町内会単位（第一層）
の活動への支援 

・各区における第一層の活動
実態や区からの支援内容、
課題等を集約し、全区で情
報共有するとともに、各区
が把握している課題のう
ち、区長会議安全・環境・防
災部会で検討を要するもの
があれば、対応策を検討す
る。（通年） 

・各区の実情に応じて、自治
会・町内会単位（第一層）の
活動への支援を行う。（通
年） 

・自治会・町内会への加入促進
に向けたチラシや地域活動
参加を促す案内パンフレッ
トを作成し、転入者等に対
し配布して参加を呼びかけ
るとともに、町内会などの
活動状況等について発信、
周知していく。（通年） 

・一部の区では、マンション住
民を対象としたコミュニ
ティ形成支援の効果的な取
組を検討するとともに、防
災訓練や防災講座等をきっ
かけとして、自治会・町内会
への加入促進やコミュニ
ティ形成に向けた支援を行
う。また、マンション内コ
ミュニティを周辺地域のコ
ミュニティや活動につなげ
ていく。（通年） 

・区長会議安全・環境・防災部
会において、各区における
第一層の活動実態や区から
の支援内容、課題等につい
て調査を行った。 

・各区の実情に応じて、自治
会・町内会単位（第一層）の
活動への支援を行った。 

・自治会・町内会への加入促
進に向けたチラシや地域活
動参加を促す案内パンフ
レットを作成し、転入者等
に対し配布して参加を呼び
かけるとともに、町内会な
どの活動状況等について発
信、周知を行った。 

・一部の区では、住民情報待
合フロアに地域活動協議会
コーナーを設置し、待合呼
び出しモニターにて地域活
動協議会加入や町会加入を
促進する広告映像を放映す
るなど、加入促進の取組を
強化した。 

・一部の区では、マンション
が一つの町会である地域に
対し、地震発生のメカニズ
ムの解説や、日頃の備えを
意識してもらいながら、防
災にかかわる「クロスロー
ドゲーム」を行うとともに、
マンションの防火設備の確
認等を図り、防災・減災の向
上に努め、防災を通じて地
域とのつながりづくりを促
進した。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動へ
の関心が薄
いマンショ
ン住民や転
入者、とり
わけ若年層
に向けて、
町会や自治
会への参加
促進につな
がる広報周
知が必要で
ある。 

・マンション
住 民 に 対
し、コミュ
ニティ形成
支援の効果
的な取組を
検討し、周
辺地域のコ
ミュニティ
や活動につ
なげていく
ことが必要
である。 

 

・引き続き、各区におけ
る第一層の活動実態や
区からの支援内容、課
題等を集約し、全区で
情報共有するととも
に、各区が把握してい
る課題のうち、区長会
議安全・環境・防災部会
で検討を要するものが
あれば、対応策を検討
する。 

・引き続き、各区の実情
に応じて、自治会・町内
会単位（第一層）の活動
への支援を行う。 

・引き続き、自治会・町内
会への加入促進に向け
たチラシや地域活動参
加を促す案内パンフ
レットを作成し、転入
者等に対し配布して参
加を呼びかけるととも
に、町内会などの活動
状況等について発信、
周知していく。 

・引き続き、一部の区で
は、マンション住民を
対象としたコミュニ
ティ形成支援の効果的
な取組を検討するとと
もに、防災訓練や防災
講座等をきっかけとし
て、自治会・町内会への
加入促進やコミュニ
ティ形成に向けた支援
を行う。また、マンショ
ン内コミュニティを周
辺地域のコミュニティ
や活動につなげてい
く。 

②地域リーダーの活躍促進 

・区におけるグリーンコー
ディネーターの活動につい
て、区広報紙等への記事掲
載を通じて区民への周知を
図る。先進的な区の事例を
参考としながら、各区が持
続的な緑化普及啓発事業に
取り組む。 
各区と局が互いに役割分担
を認識しながら相互に連携
することで、グリーンコー
ディネーターの活躍の場の
創出・拡充を図る。（通年） 

・全区において、関係部局と連
携し、地域リーダー本人の
意向に基づき活躍の場につ
なげるよう取り組む。（通
年） 

・一部の区では、地域防災リー
ダーの活躍促進に向けて、

・制度実施要綱の役割分担の
とおり、局において登録、取
消した情報を各区へ提供し
た。（31 年４月～） 

・各区（22 区）において、グ
リーンコーディネーターの
活動に関する記事を区広報
紙等へ掲載し、区民への周
知を図った。（31 年４月～） 

・各区（８区）において、他区
の事例を一部参考とするな
どして、持続的な緑化普及
事業に取り組んでいる。（31
年４月～） 

・関係部局と連携し、地域
リーダー本人の意向に基づ
き活躍の場につなげるよう
取り組んだ。 

・一部の区では、地域防災
リーダーの活躍促進に向け
て、会議や訓練・研修会など

・ グ リ ー ン
コ ー デ ィ
ネーターの
活動につい
て、区広報
紙等による
区民への周
知が一部の
区でできて
いない状況
で あ る た
め、全区に
おいて広報
紙等により
区民への周
知を図る必
要がある。 

・引き続き、各
区の取組状
況を局で取
りまとめて
整理し、全

・局において各区の取組
状況を取りまとめて整
理し、全区と情報共有
を図る。 

・各区において、引き続
き、区におけるグリー
ンコーディネーターの
活動について、区広報
紙等への記事掲載を通
じて区民への周知を図
る。 

・各区においては、局か
ら情報共有された内容
を基に、持続的な緑化
普及啓発事業に取り組
む。 

・引き続き、関係部局と
連携し、地域リーダー
本人の意向に基づき活
躍の場につなげるよう
取り組む。 

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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元年度の取組内容 
元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の取組内容 

情報共有会や訓練・研修会
などを実施する。（通年） 

を実施した。 
 

（実施状況：○） 

区と情報共
有を図って
いく必要が
ある。 

・引き続き、一部の区で
は、地域防災リーダー
の活躍促進に向けて、
情報共有会や訓練・研
修会などを実施する。 

③気軽に活動に参加できる機
会の提供 

・全区において、誰もが気軽に
参加できる場や活動等の
きっかけとなるような情報
を収集し、発信する。（通年） 

・全区において、地域活動協議
会や中間支援組織等と連携
し、区役所やまちづくりセ
ンター等の広報紙、ホーム
ページ、ＳＮＳ等の多様な
広報媒体やイベント等を通
じて市民活動の情報を広く
発信し、参加を広く呼びか
ける。（通年） 

・情報の発信にあたっては、参
加につながるよう、ター
ゲットに応じた手法や発信
内容の工夫を行う。（通年） 

・地縁型団体の会議等で、活動
目的を改めて確認する機会
を設け、さらに誰もが気軽
に参加できるようにする仕
組みや工夫に関する情報提
供を行う。（通年） 

・地域課題等について参加者
が自由に意見を述べること
ができる場を開催し、これ
まで地域に関わりの少な
かった区民の地域活動への
参加を支援する。（通年） 

・全区において、誰もが気軽
に参加できる場や活動等の
きっかけとなるような情報
を収集し、発信した。 

・全区において、地域活動協
議会や中間支援組織等と連
携し、区役所やまちづくり
センター等の広報紙、ホー
ムページ、ＳＮＳ等の多様
な広報媒体やイベント等を
通じて市民活動の情報を広
く発信し、参加を広く呼び
かけた。 

・情報の発信にあたっては、
参加につながるよう、マン
ション居住者を対象とする
講座の案内を新聞折り込み
で配布するなど、ターゲッ
トに応じた手法や発信内容
の工夫を行った。 

・地縁型団体の会議等で、活
動目的を改めて確認する機
会を設け、さらに誰もが気
軽に参加できるようにする
仕組みや工夫に関する情報
提供を行った。 

・地域課題等について参加者
が自由に意見を述べること
ができる場を開催し、これ
まで地域に関わりの少な
かった区民の地域活動への
参加を支援した。 

・一部の区では、区に関わる
様々な情報が集まる場とし
て、週末サロンを開催し活
動参加への新しい入口を創
出した。 

 
（実施状況：○） 

・ターゲット
に応じた手
法や発信内
容の工夫を
行うなど、
参加につな
がるよう工
夫した発信
が必要であ
る。 

・全区において、引き続
き、誰もが気軽に参加
できる場や活動等の
きっかけとなるような
情報を収集し、発信す
る。 

・全区において、引き続
き、地域活動協議会や
中間支援組織等と連携
し、区役所やまちづく
りセンター等の広報
紙、ホームページ、ＳＮ
Ｓ等の多様な広報媒体
やイベント等を通じて
市民活動の情報を広く
発信し、参加を広く呼
びかける。 

・引き続き、情報の発信
にあたっては、参加に
つながるよう、ター
ゲットに応じた手法や
発信内容の工夫を行
う。 

・引き続き、地縁型団体
の会議等で、活動目的
を改めて確認する機会
を設け、さらに誰もが
気軽に参加できるよう
にする仕組みや工夫に
関する情報提供を行
う。 

・引き続き、地域課題等
について参加者が自由
に意見を述べることが
できる場を開催し、こ
れまで地域に関わりの
少なかった区民の地域
活動への参加を支援す
る。 

④ＩＣＴを活用したきっかけ
づくり 

・ＳＮＳなどのＩＣＴを活用
して、区主催のイベント等
の情報や、地域活動・地域団
体等の情報を発信し活動へ
の参加を呼びかける。（通
年） 

・一部の区では、地域活動の担
い手の、ＳＮＳの活用など
ＩＣＴスキルの向上に向
け、ＩＣＴを活用した情報
発信に関する支援を継続し
て行う。（通年） 

・一部の区では、各地域活動協
議会などへ CivicTech 活動
の情報発信を行う。（通年） 

・ＳＮＳなどのＩＣＴを活用
して、区主催のイベント等
の情報や、地域活動・地域団
体等の情報を発信し活動へ
の参加を呼びかけた。 

・一部の区では、中間支援組
織を通じて、地域活動協議
会のホームページの作成や
更新の支援を行った。 

・一部の区では、区ホーム
ペ ー ジ や Facebook で
CivicTech 活動の情報発信
を行った。 

 
（実施状況：○） 

・区民に地域
活動に関心
をもっても
ら う こ と
や、地域活
動への参加
を促進する
ため、効果
的な情報発
信が必要で
ある。 

・一部の区で
は、地域で
活動する担
い手のＩＣ
Ｔスキルの
向上が必要
である。 

・引き続き、ＳＮＳなど
のＩＣＴを活用して、
区主催のイベント等の
情報や、地域活動・地域
団体等の情報を発信し
活動への参加を呼びか
ける。 

・一部の区では、中間支
援組織を通じて地域活
動の担い手のＩＣＴス
キル向上に向けた支援
を行う。 

・一部の区では、引き続
き、各地域活動協議会
などへ CivicTech 活動
の情報発信を行う。 

・一部の区では、若年層
への区政・地域への関
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元年度の取組内容 
元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の取組内容 

・各区が取組の進捗状況・目標
達成状況に応じて必要な対
策を検討する際に活用でき
るよう、各区におけるＩＣ
Ｔを活用した地域住民への
情報発信や対話を進める取
組を把握し、区長会議安全・
環境・防災部会において、各
区の取組内容を共有する。
（３月） 

・一部の区で
は、若い世
代に情報が
届くような
工夫が必要
である。 

心喚起のため、様々な
種類のＳＮＳを活用し
情報発信を強化する。 

・一部の区では、引き続
き、中間支援組織を通
じて、地域活動協議会
のホームページの作成
や更新の支援を行う。 

・各区が取組の進捗状
況・目標達成状況に応
じて必要な対策を検討
する際に活用できるよ
う、各区におけるＩＣ
Ｔを活用した地域住民
への情報発信や対話を
進める取組を把握し、
区長会議安全・環境・防
災部会において、各区
の取組内容を共有す
る。 

⑤委嘱制度の再検討 
・地域学校協働活動推進ワー
キンググループや局をまた
がったプロジェクトチーム
において、地域学校協働活
動･社会教育に関連する事
業（はぐくみネット事業、学
校元気アップ地域本部事
業、児童いきいき放課後事
業、地域活動協議会、学校協
議会、生涯学習ルーム事業
など）のあり方を検討・整理
するのに合わせ、はぐくみ
ネットコーディネーター及
び生涯学習推進員の委嘱制
度や役割についても議論を
進め、部会で一定の方向性
を示していく。（通年） 

・子ども家庭支援員について
は、部会での議論も踏まえ、
アウトリーチ型の支援の充
実のため、子ども家庭支援
員の活用について、各区の
状況をヒアリング等で確認
し、チームリーダー会議等
で情報提供を行う。（通年） 

・スポーツ推進委員について
は、公募の試行実施の検討
状況及び局が実施する各区
担当者及びスポーツ推進委
員へのヒアリング等による
実態調査内容等を整理し、
検証のうえ、29 年度に策定
した見直しの方針に基づ
き、次期委嘱に向けて検討
を行う。（通年） 

・統計調査員については、区長
会議まちづくり・にぎわい
部会において、30 年度の取
組の効果検証や統計調査
ワーキンググループにおけ
る統計調査員の質と量の確
保についての検討状況及び

・地域学校協働活動推進プロ
ジェクトチーム会議を開催
して、地域学校協働本部の
あり方や地域学校協働活動
推進員の処遇等について検
討した。 

・小学校管理職とはぐくみ
ネットコーディネーターを
対象にはぐくみネット事業
について、アンケート調査
を実施した。 

・生涯学習推進員の永年勤続
表彰・感謝状贈呈制度を検
討し実施案を部会に上程
し、制度の創設について了
承を得た。 

・生涯学習推進員養成講座修
了に必要な５単位のうち１
単位を、推進員区連絡会で
企画できるようにした。 

・子ども家庭支援員について
は、４月のチームリーダー
会議等で、30 年度にまとめ
た好事例について再度周知
を行なった。 
また、アウトリーチ型の支
援の充実のため、更なる支
援員拡充に向け、各区から
の新規推薦者の認定研修実
施（９月～）に向け準備に着
手した。 

・スポーツ推進委員について
は、31 年４月の追加募集に
おいて、公募の試行を行っ
た（１区）が、応募はなかっ
た。 
10 月の追加募集に向けて、
さらに１区で公募中。 

・統計調査員について 
＜量の確保＞ 
・30 年度取組の効果検証を
実施した。 

・地域学校協
働活動関連
事業間の調
整 が 難 し
い。 

・スポーツ推
進委員につ
いては、こ
れまで２区
だけの実施
に止まり、
実 績 が あ
がっていな
い。 

・統計調査員
の量の確保
に つ い て
は、30 年度
に実施した
大学生及び
本市退職者
への働きか
けについて
は、効果が
乏しいため
改善する必
要がある。 

・質の確保に
ついては、
調査員のオ
ンライン回
答方法につ
いての理解
度を向上さ
せる必要が
ある。 

・民生委員・児
童委員につ
いては、一
斉改選に向
けて、引き
続き広報啓
発に取り組

・地域学校協働活動のあ
り方について、今後も
引き続き地域学校協働
活動の推進に向けてプ
ロジェクトチームで検
討を行う。 

・生涯学習推進員の永年
勤続表彰・感謝状贈呈
制度については、元年
度中に対象者を確定
し、表彰式の時期につ
いては再検討する。 

・今後、現任支援員への
研修を行い、資質向上
を図る。 
さらに、子ども家庭支
援員の活用について、
各区の状況をヒアリン
グ等で確認し、チーム
リーダー会議等におい
て情報提供を行ない、
事業の適切な実施を図
る。 

・スポーツ推進委員につ
いては、10 月の追加募
集時においても、公募
の試行実施を行い、検
証を行う。 

・統計調査員について 
＜量の確保＞ 
・大学で開催される就
職セミナー等におけ
る調査員募集ポス
ターを掲示する。 

・新聞折り込みチラシ
に調査員募集の広告
を掲載する。 

・統計調査ワーキング
グループにおいて、
２年度に実施の国勢
調査に向けた取組の
強化策について意見
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元年度の取組内容 
元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の取組内容 

局における取組状況を確認
する。 

＜量の確保＞ 
・30 年度の取組の効果検証
を行い、大学生及び本市
退職者への働きかけにつ
いて、効果的なものは継
続実施し、効果の乏しい
ものは改善して実施す
る。30 年度に取りまとめ
た調査員数拡大策につい
て、区役所イベントでの
募集チラシ配布など実施
可能なものから実施し、
新聞折り込みチラシへの
求人広告掲載等の実施手
法の具体化など検討が必
要なものについては、区
と局で意見交換を行いな
がら検討を進める。（通
年） 

＜質の確保＞ 
・30 年度に取りまとめたオ
ンライン回答率向上策に
ついては、世帯を調査対
象とする国勢調査を想定
したものだが、元年度実
施予定の事業所を対象と
する調査等においても実
施可能な向上策を実施す
る。 
オンライン調査に対応し
た登録調査員研修につい
て、参加者枠を拡大した
うえで実施する。（通年） 

・民生委員・児童委員について
は、元年度は一斉改選の年
であることから、広報啓発
の充実に取り組むととも
に、年齢要件の見直しによ
る影響の検証を行う。（通
年） 

・委嘱する市民の方に委嘱の
趣旨・目的をしっかり理解
していただくための取組を
進めるとともに、一人に多
くの委嘱をすることがない
よう配慮する。（通年） 

・30 年度に取りまとめた調
査員数拡大策の実施につ
いて、都市計画局から全
区に対して依頼した。 

・（公社）大阪市シルバー人
材センター機関誌に登録
調査員募集記事を掲載し
た。 

＜質の確保＞ 
・31 年３月に実施したオン
ライン回答方法について
の理解度アンケートの集
計を実施した。 

・30 年度に取りまとめたオ
ンライン回答率向上策の
実施として、工業統計調
査（調査期日５月１日）に
おいて、(公社)大阪市工業
会連合会に対して会員へ
のオンライン回答促進を
依頼するとともに、市
ホームページでオンライ
ン回答の利便性を強調し
た。 

・オンライン回答に関する
説明能力向上を中心とし
た登録調査員等研修を
30 年度よりも参加者枠
を拡大して実施した。
（100 名→200 名） 

・民生委員・児童委員につい
ては、５月の民生委員の日
を中心に、各区において広
報誌へのＰＲ記事の掲載
やＤＶＤの上映、懸垂幕の
掲示など広報啓発に取り
組んだ。 

・民生委員・児童委員候補者
や推薦団体委員の方に年齢
要件の見直しの趣旨・目的
を理解していただくための
説明会等を実施した。 

・委嘱者への推薦依頼の際
や、委嘱状伝達式等委嘱者
が集まる機会をとらえて、
委嘱の趣旨・目的を説明し
ている。 
新たな委嘱に当たっては、
他の委嘱業務と重複しない
よう配慮を行った。 

 
（実施状況：○） 

んでいく必
要がある。 

交換を行う。 
＜質の確保＞ 
・研修不参加者も含め
た登録調査員全員へ
の研修内容を周知す
る。 

・登録調査員に対する
オンライン回答方法
についての理解度ア
ンケートを実施す
る。 

・民生委員・児童委員に
ついては、引き続き、
Osaka Metro の駅構
内におけるポスター
掲示等の広報啓発の
充実に取り組むとと
もに、一斉改選後に
は、年齢要件の見直し
による影響の検証を
行う。 

・引き続き、委嘱する市
民の方に委嘱の趣旨・
目的をしっかり理解し
ていただくための取組
を進めるとともに、一
人に多くの委嘱をする
ことがないよう配慮す
る。 

⑥補助金についての理解促進 
・各区が取組の進捗状況・目標
達成状況に応じて必要な対
策を検討する際に活用でき
るよう、区長会議安全・環
境・防災部会において、各区
の取組内容を共有する。（通
年） 

・30 年度のｅラーニングの結

・各区が取組の進捗状況・目
標達成状況に応じて必要な
対策を検討する際に活用で
きるよう、区長会議安全・環
境・防災部会のもと、30 年
度末時点の進捗状況を参考
に、８区への取材を実施し
た。（６～７月）また、事例
共有会において取材事例の
他、参考となる取組を共有

・会計担当者
だ け で な
く、各事業
の担当者な
ど地域活動
協議会メン
バーの理解
促進を図る
必 要 が あ
る。 

・引き続き、各区が取組
の進捗状況・目標達成
状況に応じて必要な対
策を検討する際に活用
できるよう、区長会議
安全・環境・防災部会に
おいて、適宜各区の取
組内容を共有する。 

・引き続き、地域活動協
議会補助金説明会や各
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元年度の取組内容 
元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の取組内容 

果を分析し、地域活動協議
会補助金に対する理解度を
高めるため、引き続き、地域
を担当する全職員にｅラー
ニングを実施する。（上期） 

・全区において、地域活動協議
会補助金説明会や各地域活
動協議会の会議の場等で、
補助金の趣旨について説明
する。（通年） 

・一部の区では、各地域での話
し合いを進める中で地域活
動協議会メンバーに更に補
助金についての理解促進を
図る。（通年） 

した。（８月） 
・地域活動協議会補助金に対
する理解度を高めるため、
市民協働職員研修において
説明を行った。（５月）また、
30 年度のｅラーニングの
結果を分析し、学習用資料
を作成し、地域を担当する
全職員にｅラーニングを実
施した。（６～７月） 

・地域活動協議会補助金説明
会や各地域活動協議会の会
議の場等で、補助金の趣旨
について説明した。 

・一部の区では、地域活動協
議会メンバーの理解促進を
図る場を確保するため、説
明会等の開催に向けて取り
組んだ。 

 
（実施状況：○） 

地域活動協議会の会議
の場等で、補助金の趣
旨について説明する。 

・一部の区では、説明会
等を開催し、補助金に
ついて、地域活動協議
会メンバーの理解促進
を図る。 

⑦活動の目的の再確認 
・各区が取組の進捗状況・目標
達成状況に応じて必要な対
策を検討する際に活用でき
るよう、区長会議安全・環
境・防災部会において、各区
の取組内容を共有する。（通
年） 

・全区において、地域活動協議
会補助金説明会や各地域活
動協議会の会議の場等で、
活動目的を改めて確認する
機会を設ける。（通年） 

・一部の区では、「地域カルテ」
のワークショップを継続的
に実施し、活動目的を改め
て確認する機会とする。（通
年） 

・一部の区では、取組や課題を
把握するため、団体と区長
の意見交換会を実施する。
（上期） 

・各区が取組の進捗状況・目
標達成状況に応じて必要な
対策を検討する際に活用で
きるよう、区長会議安全・環
境・防災部会のもと、30 年
度末時点の進捗状況を参考
に、８区への取材を実施し
た。（６～７月）また、事例
共有会において取材事例の
他、参考となる取組を共有
した。（８月） 

・地域活動協議会補助金説明
会や各地域活動協議会の会
議の場等で、活動目的を改
めて確認する機会を設け
た。 

・一部の区では、ワーク
ショップの開催に向けて
テーマ設定等に取り組ん
だ。 

・一部の区では、団体と区長
の意見交換会の開催に向け
た調整を行うも、各団体の
総会時期や委嘱時期の関係
で上期での開催が困難と
なった。 

 
（実施状況：△） 

・役員だけで
なく地域活
動協議会メ
ンバー全体
の理解促進
を図る必要
がある。 

・一部の区で
は、団体と
区長の意見
交換会につ
いて、総会
や委嘱の時
期などを踏
まえ、適切
な開催時期
を設定する
必 要 が あ
る。 

・引き続き、各区が取組
の進捗状況・目標達成
状況に応じて必要な対
策を検討する際に活用
できるよう、区長会議
安全・環境・防災部会に
おいて、適宜各区の取
組内容を共有する。 

・全区において、引き続
き、地域活動協議会補
助金説明会や各地域活
動協議会の会議の場等
で、活動目的を改めて
確認する機会を設け
る。 

・一部の区では、ワーク
ショップを継続的に開
催し、活動の目的につ
いて理解促進を図る。 

・一部の区では、意見交
換会で把握できた課題
等について、その解決
に向けた支援を行う。 

⑧市民活動総合ポータルサイ
トの充実 

・区役所相談窓口等行政の窓
口において、市民活動総合
ポータルサイトの案内を行
い、活用を促す。（通年） 

・全区において、地域活動協議
会や各種団体の会議やイベ
ントの場、区役所ホーム
ページや広報紙等を通じ
て、市民活動総合ポータル
サイトの紹介を行うととも

・区役所において、リーフ
レット等の配架による周知
を実施した。 

・全区において、地域活動協
議会や各種団体の会議やイ
ベントの場、区役所ホーム
ページや広報紙等を通じ
て、市民活動総合ポータル
サイトの紹介を行うととも
に、各団体の登録と積極的
な活用を促した。 

・まちづくりセンターを活用
して、ポータルサイトの紹

・市民活動総
合ポータル
サイトの更
なる周知と
登録メリッ
ト に つ い
て、地域活
動協議会や
各種団体に
理解してい
ただき、活
用を促進す
る必要があ

・引き続き、区役所にお
いて、リーフレット等
の配架による周知を行
う。 

・全区において、引き続
き、地域活動協議会や
各種団体の会議やイベ
ントの場、区役所ホー
ムページや広報紙等を
通じて、市民活動総合
ポータルサイトの紹介
を行うとともに、各団
体の登録と積極的な活
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元年度の取組内容 
元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の取組内容 

に、各団体の登録と積極的
な活用を促す。（通年） 

・まちづくりセンターの活用
や意見交換の場などで運用
面の負担感が比較的少ない
状況を説明し、市民活動総
合ポータルサイトを紹介す
る。（通年） 

・様々な機会を捉え、市民活動
総合ポータルサイトの有益
性について説明するととも
に、積極的な活用と登録を
促す。（通年） 

・一部の区では、地域のイベン
ト実施の告知及び成果・報
告を、市民活動ポータルサ
イト等に掲載し、つながり
の端緒、機会を広げる。（通
年） 

介、活用について説明した。 
・様々な機会を捉え、市民活
動総合ポータルサイトの有
益性について説明するとと
もに、積極的な活用と登録
を促した。 

・一部の区では、地域のイベ
ント実施の告知及び成果・
報告を、区広報紙やまちづ
くりセンターの Facebook
やブログ等に掲載した。 

 
（実施状況：○） 

る。 用を促す。 
・引き続き、まちづくり
センターの活用や意見
交換の場などで運用面
の負担感が比較的少な
い状況を説明し、市民
活動総合ポータルサイ
トを紹介する。 

・引き続き、様々な機会
を捉え、市民活動総合
ポータルサイトの有益
性について説明すると
ともに、積極的な活用
と登録を促す。 
・一部の区では、地域
担当等から各地域活動
団体等に市民活動総合
ポータルサイトの有用
性を説明する。 

⑨活動への参加促進 
・各区が取組の進捗状況・目標
達成状況に応じて必要な対
策を検討する際に活用でき
るよう、区長会議安全・環
境・防災部会において、各区
の取組内容を共有する。（通
年） 

・誰もが気軽に参加できる活
動情報等を、区のホーム
ページ、ＳＮＳ、広報紙等の
各種広報媒体を活用して紹
介する。（通年） 

・誰もが気軽に参加（短時間や
短期間だけ活動に参加）で
きるための仕組みや工夫に
関する情報を提供するなど
の支援を行う。（通年） 

・一部の区では、好事例を共有
し各地域での参考にしても
らうとともに、情報交換を
行える場を設定する。（通
年） 

・一部の区では、地域活動協議
会会長会、地域活動協議会
運営委員会などで、効果的
なボランティア募集方法の
事例紹介や募集する際の注
意点を周知する。（通年） 

・各区が取組の進捗状況・目
標達成状況に応じて必要な
対策を検討する際に活用で
きるよう、区長会議安全・環
境・防災部会のもと、30 年
度末時点の進捗状況を参考
に、８区への取材を実施し
た。（６～７月）また、事例
共有会において取材事例の
他、参考となる取組を共有
した。（８月） 

・誰もが気軽に参加できる活
動情報等を、区のホーム
ページ、ＳＮＳ、広報紙等の
各種広報媒体を活用して紹
介した。 

・誰もが気軽に参加（短時間
や短期間だけ活動に参加）
できるための仕組みや工夫
に関する情報を提供するな
どの支援を行った。 

・一部の区では、地域活動研
究会を７月・８月に開催し、
各地域の担い手の交流を図
るとともに、参加対象を限
定せず広く参加を募り、地
域活動に関心のある住民と
の交流も図った。 

・一部の区では、担い手拡大
のためのワーキングを開
催した。 

 
（実施状況：○） 

・各団体の活
動への参加
促進につな
がるよう、
継続的・効
果的な情報
発信など支
援を進めて
いく必要が
ある。 

・引き続き、各区が取組
の進捗状況・目標達成
状況に応じて必要な対
策を検討する際に活用
できるよう、区長会議
安全・環境・防災部会に
おいて、適宜各区の取
組内容を共有する。 

・引き続き、誰もが気軽
に参加できる活動情報
等を、区のホームペー
ジ、ＳＮＳ、広報紙等の
各種広報媒体を活用し
て紹介する。 

・引き続き、誰もが気軽
に参加（短時間や短期
間だけ活動に参加）で
きるための仕組みや工
夫に関する情報を提供
するなどの支援を行
う。 

・一部の区では、引き続
き、地域活動研究会を
開催し、各地域の担い
手の交流を図るととも
に、参加対象を限定せ
ず広く参加を募り、地
域活動に関心のある住
民との交流も図ってい
く。 

・一部の区では、引き続
き、地域活動協議会会
長会、地域活動協議会
運営委員会などで、効
果的なボランティア募
集方法の事例紹介や募
集する際の注意点を周
知する。 
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柱1-Ⅱ-イ 地域を限定しない活動の活性化（テーマ型団体） 

 

30 年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 30 年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 30 年度実績 30 年度目標 
の評価 元年度目標 

各区の市民活動支援情報
提供窓口への問合せ件数 

29 年度 
各区における窓口の設置 

30 年度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

24 区中 20 区で目標値以上と

なった。 

上段：目標、下段：実績 

 
 

未達成 
未達成：４区 
北区、東淀川
区、旭区、西
成区 
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取組の実施状況 

元年度の取組内容 
元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の取組内容 

①各区におけるテーマ型
団体への支援窓口の 
設置 

・各区におけるテーマ型
団体への支援窓口の認
知度向上のため、区
ホームページやＳＮ
Ｓ、各種イベントの場
などを活用し周知を行
うとともに、テーマ型
団体に対して、市民活
動総合ポータルサイト
を 活 用 し た 支 援 メ
ニューなど情報の提供
を行う。（通年） 

・一部の区では、テーマ
型団体とのつながりを
つくるため、市民活動
総合ポータルサイトの
活用に取り組む。（通
年） 

・各区におけるテーマ型団体へ
の支援窓口の認知度向上の
ため、区ホームページやＳＮ
Ｓ、各種イベントの場などを
活用し周知を行うとともに、
テーマ型団体に対して、市民
活動総合ポータルサイトを
活用した支援メニューなど
情報の提供を行った。 

・一部の区では、市民活動総合
ポータルサイトの有益性や
ポータルサイトに登録済の
地域活動協議会の情報につ
いて区 Twitter により情報発
信を行った。 

 
（実施状況：○） 

・各区における
テーマ型団体
への支援窓口
の認知度が低
いため、周知が
必要である。 

・市民活動総合
ポータルサイ
トの活用を図
る必要がある。 

・引き続き、各区におけ
るテーマ型団体への支
援窓口の認知度向上の
ため、区ホームページ
やＳＮＳ、各種イベン
トの場などを活用し周
知を行うとともに、
テーマ型団体に対し
て、市民活動総合ポー
タルサイトを活用した
支援メニューなど情報
の提供を行う。 

・一部の区では、引き続
き、テーマ型団体との
つながりをつくるた
め、市民活動総合ポー
タルサイトの活用に取
り組む。 

②ＩＣＴ利活用による市
民協働のきっかけづく
り（Ⅱ-アの取組④の再
掲） 

・ＳＮＳなどのＩＣＴを
活用して、区主催のイ
ベント等の情報や、地
域活動・地域団体等の
情報を発信し活動への
参加を呼びかける。（通
年） 

・ 一 部 の 区 で は 、
CivicTech 活動の情報
発信や提供を行う。（通
年） 

・各区が取組の進捗状
況・目標達成状況に応
じて必要な対策を検討
する際に活用できるよ
う、各区におけるＩＣ
Ｔを活用した地域住民
への情報発信や対話を
進める取組を把握し、
区長会議安全・環境・防
災部会において、各区
の取組内容を共有す
る。（３月） 

・ＳＮＳなどのＩＣＴを活用し
て、区主催のイベント等の情
報や、地域活動・地域団体等
の情報を発信し活動への参
加を呼びかけた。 

・一部の区では、区ホームペー
ジや Facebook で CivicTech 
活動の情報発信を行った。 

 
（実施状況：○） 

・若い世代に情
報が届くよう
な工夫が必要
である。 

・引き続き、ＳＮＳなど
のＩＣＴを活用して、
区主催のイベント等の
情報や、地域活動・地域
団体等の情報を発信し
活動への参加を呼びか
ける。 

・一部の区では、引き続
き、CivicTech 活動の
情報発信や提供を行
う。 

・各区が取組の進捗状
況・目標達成状況に応
じて必要な対策を検討
する際に活用できるよ
う、各区におけるＩＣ
Ｔを活用した地域住民
への情報発信や対話を
進める取組を把握し、
区長会議安全・環境・防
災部会において、各区
の取組内容を共有す
る。 

 

  

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 


